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 保安事故・労働災害防止に関する取り組み状況 
   ○ 災害発生状況の把握 
   ○ 取り組みの内容 
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設備災害発生状況(爆発･火災･漏洩等) 
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度数率の推移 
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強度数率の推移 
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石飛会長（2016.5～）の重点方針 

• 安全確保の取り組み 
   「安全の確保は、化学産業の最重要課題」 

• 化学品管理の取り組み 
   「化学品管理のレベル底上げに貢献する」 

• 持続可能な社会の実現への貢献 

   「レスポンシブル・ケア活動を化学産業の枠を 

    越え広く展開」 
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 ○ 保安事故・労働災害防止取り組み状況 
 

１．石油コンビナート等における災害防止 

  に関する取進め 

２．経営トップのリーダーシップ 

３．現場力の向上 

 ３－１）「保安事故防止ガイドライン」・ 

  教育用ＤＶＤ・ベストプラクティス集活用状況 

 ３－２）「産業安全塾」開講 

 ３－３）「産業保安のスマート化」への対応 
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Ⅰ． 取り組みの基本方針： 
 
Ⅱ． 業界団体が取組むべき項目： 
 １．事故情報（教訓）・安全対策の共有 
   （業界間の積極的な連携も図る。）  
 ２．教育訓練の支援 
 ３．安全意識向上に向けた取り組み 
 １． 
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１．石油コンビナート等における災害防止 
  に関する取進め 



 Ⅰ．取り組みの基本方針  

 

 「保安事故防止」と「労働災害防止」を最重要テーマとし、 
 「安全の強化と水平展開」を基本とし下記点を重点に 
 取り組みを積極的に展開する。 
 
 ○ 会員企業・団体に展開してきた「保安事故防止ガイドライン」 

・ 「ベストプラクティス集」を会員企業・団体以外の化学企業団体に 
対して積極的に展開を図る。 
また、「保安事故防止」、「労働災害防止」は業種を越えた共通課題 
であり他業種、他団体への展開も図る。 

 
 ○ 現場における技術伝承・人材育成に対して、本ガイドライン及び 
   教材用としてのガイドライン普及版、教育用ＤＶＤの積極的活用を図る。  
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Ⅱ．具体的実施事項：  

１．事故情報（教訓）・安全対策の共有（業界間の積極的な連携も図る。）   

  イ）火災・事故・漏洩等の事故防止の一層の強化及び安全管理の向上に向け、  
    会員の自主保安対策上の取り組みへの積極的支援。   
    及び現場保安力のさらなる理解度向上への対応 
     ○「保安事故防止ガイドライン」（増版-1・ＤＶＤ）の発行・活用。 
      ○他協会・学会等とガイドライン/保安防災・労働安全衛生活動ベスト 
      プラクティス集を活用した情報交流継続実施。 
     ○産業環境管理協会等との保安・安全活動に関する連携対応実施。 
     ○「労働災害防止に関する対応検討会」→リスクアセスガイドライン作成。 
  
   ロ）経営トップの意識向上と会員への情報共有化 
     ○理事会（１回／３ヶ月）/保安防災部会（１回／２ヶ月）等で、事故等の 
      情報共有・意見交流等実施。 
 
  ハ）各会員企業・団体に対し、本要請の事業者が取組むべき事項の支援 
    ○当協会の「保安防災部会」の中で、各会員の取り組み事例等の紹介 
      を通し、情報の共有化を図る。 
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２．教育訓練の支援 
  イ）「教育資料作成検討会」の活動展開 
    ○人材育成教育資料（普及版・日本語/英語版教育用ＤＶＤ）完成 
      →人事育成講座やセミナー等を活用し普及・浸透活動実施。 
    ○公益社団法人山陽技術振興会・千葉県産業振興センターが実施 
      している人材育成講座に 教育資料提供等、教育支援開始。 
 

３．安全意識向上に向けた取り組み 
  イ）保安・安全活動へのモチベーション向上 
    ○無災害事業所申告制度の推進、安全成績と安全活動の優秀事業場の 
      安全表彰（会長表彰）を実施。 
       その内容について「安全シンポジウム」を開催し、保安事故防止に 
      関わる情報の発信・共有化実施。 
  ロ）安全を担う人材の育成 
      ○石油化学工業協会、石油連盟と連携し、「産業安全塾」を 
      平成２８年度１０月より開講(第３期）。 

2016  Japan Chemical Industry Association. All rights reserved 11 



＊）事業者が取組むべき事項 
（ⅰ）自主保安向上に向けた安全確保体制の整備と実施 

 ○経営トップによる保安への強いコミットメント 

 ○現場の声も踏まえた適切な経営資源の投入 

 ○現場での適切な安全管理の枠組み整備と実施 

 ○運転部門、保全部門、設計部門等各部門間の適切な 

   コミュニケーション・連携強化による適切な運転・保全の実施 

 ○協力会社も含めた適切な安全管理の実施 

 ○安全文化の醸成 

（ⅱ）リスクアセスメントの徹底 

（ⅲ）人材育成の徹底 

（ⅳ）社内外の知見の活用 

 ○社内外の事故情報の収集・活用 

 ○第三者機関（民間企業、業界団体等）による評価・認定制度等の活用  
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２．経営トップのリーダーシップ 
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２．経営トップのリーダーシップ 
    (日化協 理事会審議） 
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   日化協 理事会審議 
２０１７．３．１７ 
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   日化協 理事会審議 



石油化学工業協会の保安の考え方 

安全文化（8軸） 

安全基盤 

保安・安全 

安全基盤の強化 
 プロセス安全管理、安全設計、運転、工事・・・ 

会員企業が実施する取組 
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安全文化の醸成 
 組織統率、責任関与、資源管理、作業管理、相互理解、危険認識、 

 学習伝承、動機付け 

業界団体が実施する取組（共同で行うことで大きな効果） 

＜3大重大事故からの４項目の課題＞ 

1. リスクアセスメント（危険認識能力の向上） 

2. 事故情報の活用 

3. Know-Whyの伝承 

４．保安に関する経営層の強い関与 

 

石
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で 
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年
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安全文化の8軸と課題 

動機付け 

事故からの課題 

事故情報の活用 

Know-Whyの伝承 

経営層の関与 

学習伝承 

経験の共有化 

情報の共有化 

保安の取り組み共有化 

経営層の関与の強化 

安全文化の8軸＋１ 
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リスクアセスメント
－危険認識能力－ 



課題・トップの思いを 

20分のビデオに 
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    ３．現場力の向上 
 
 ３－１）「保安事故防止ガイドライン」・ 
  教育用ＤＶＤ・ベストプラクティス集活用状況 
 ３－２）「産業安全塾」開講 
 ３－３）「産業保安のスマート化」への対応 
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３－１）「保安事故防止ガイドライン」及び 
 教育用ＤＶＤ・ベストプラクティス集の活用状況 

 ○保安事故防止ガイドライン活用状況 
    「保安事故防止ガイドライン」 の様々な現場での活用を更に円滑にするため、 
    普及版として、わかりやすい事故説明ビデオ教材及び重点点検項目表を作成。 
    また現場での安全教育に活用できる資料とした。 
    会員各企業・団体に配布（平成２６年７月（日本語版）、１１月（英語版））実施。 
    ガイドライン（初版・普及版含め）は1,０００部、ＤＶＤは１,３００セット納めている。 

 ○教育資料要領 
    ①３事例のイラスト・アニメーションを活用した事故説明DVD資料。   

     ②キーワード・キーポイントを明確にした know-why を記載した重点点検項目表とし 

     現場での教育資料として活用 
 

 ○他団体への展開 
   山陽技術振興会等の教育機関で 
   の教材としての活用を検討すると 
   共に鉄連、新金協会、 
   産環境等他産業にも水平展開中。 
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「保安事故防止ガイドライン（増版-1）」作成について 
― 設備の保守・点検時における事故防止に向けて  ― 

 

『保安事故防止ガイドライン（増版-1）』 のポイント  
 

１．他業界の事例にも学ぶ 
平成２６年１月の重大事故を教訓にしていますが、過去の保守・点検時における 
化学プラントでの重大事故、さらに後に発生した鉄鋼関連等の事故情報も 
念頭に置き、設備の保守・点検時での事故防止に関するガイドラインとした。 
  

２．多様な事例と手法を活用 
当該企業より公表された事故報告書を参考にするとともに、ガイドラインを 
まとめるにあたって、下記の点に重点を置いた。 

ⅰ事故そのものは特殊な爆発事例であるが、熱交換器の開放点検は化学産業に
とっても 日常的な作業であるため、他の事故事例も加味して事故防止の教訓と
すべき点を列挙した。（別紙１） 

ⅱ単に当該事故の原因を特定するのではなく、他の事故事例も加味した切り口で、
各社が抱えている事故の背景となる問題点を切り出した。 

   その手法として、「保安事故防止ガイドライン（初版）」で策定したガイドライン分類
7大要素に加え、「なぜなぜ分析」や保安力評価の「安全文化」の切り口を参考と
した。 

 

※本誌につきましては日化協会員に平成２７年１２月２８日配布済み。 

2016  Japan Chemical Industry Association. All rights reserved 
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 DVD第４巻発行  
保安事故防止ガイドライン増版ー１のエッセンスを、 

１０分程度の動画にまとめたDVD第４巻を作成しました。 

１２月末に発行・配布。 

４巻の特徴は、設備設計・設備点検の切り口から事故防止の 

課題をまとめております。  
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保安防災・労働安全ベストプラクティス集 

     ○ベストプラクティス集作成の目的 
  日本化学工業協会安全表彰制度は、1977年に発足 
  して以来、今年で40回となる。受賞された事業所の 
 活動内容を好事例として日化協会員事業所を中心に  
 広く共有化すべく、本冊子を発行。 
 平成２８年８月時点で約４,６００部配布。 
 
○安全活動事例体系化の基本的考え方 
  保安の確保・向上のため、 
 基盤となる安全基盤の 
 整備が重要、次いで、その安全基盤が 
 十分に機能し、必要によりそれを補強 
 するため、人間行動、組織活動 
 および事業所環境のベースとなる安全文化が重要。 
 この２本柱の考え方に基づき事例を整理、体系化。    
 

2016  Japan Chemical Industry Association. All rights reserved 
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  ３－２） 平成28年度「産業安全塾」 講座開講 

 ○「産業安全塾 」 開講の目的 
      石化協・日化協・石油連盟３協会が連携し、石油・化学産業における 
  産業安全の体系的な講義と討論を重視した講座の運営、および人材交流、 
  情報交流の場を設ける事で、産業分野における、将来の安全を理解できる 
  経営層、管理者の育成、幅広い視野をもった安全の専門家育成を目的とする。 

 ○講習要領 
   ①対象  
   石化協・石油連盟・日化協 会員 各企業の本社・工場の安全管理担当 部・課長クラス 
  ②教育項目  
   安全文化を考慮した産業安全や現場力の強化 
  ③講師  
   東京大学名誉教授 田村昌三先生をはじめ政府・企業の国内最高レベル講師陣 
  ④開始時期  
    2016年 10月～ 2017年2月。 全15回（2時間／回） 
  ⑤人数  33名/本年度   
  ⑥開催場所 東京都中央区新川 1-4-1住友六甲ビル2Ｆ会議室 
  

    講習終了者には終了証書を交付し本講座の認知度向上を図るとともに講習者のモラルアップをはか
る。又適宜修了者間で講師を交えた懇親会をはかり講師・講習終了者間の人脈向上をはかる。 

 

2016  Japan Chemical Industry Association. All rights reserved 
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「産業安全塾 」講義構成 

Ⅰ 石油・化学産業における安全  

 １．石油・化学産業への行政からの期待                  経産省素材産業課 茂木課長 

                                             経産省石油精製備蓄課 西山課長 

Ⅱ 安全の基本  

 ２． 安全の基本                                                          東京大学名誉教授 田村昌三 

Ⅲ  保安安全における行政の期待 
 ３．保安安全における行政の期待                           高圧ガス保安室 髙橋室長 

                                              消防庁保安室  秋葉室長 

                                     厚労省化学物質対策課 奥村課長 

Ⅳ．安全問題の背景 
 ４．安全問題の背景                                   コスモ石油(株) 顧問 荒井保和 

Ⅴ．石油・化学産業における安全の向上 
 ５ ．  安全文化を考慮した産業安全と現場力の強化    東京大学名誉教授 田村昌三 

 ６ ．  産業安全に向けての産業界の取り組み（１）     住友化学(株)）ＲＣ室 環境・安全部長 村礒肇 

 ７．  産業安全に向けての産業界の取り組み（２）     東燃ゼネラル石油(株) 執行役員 渡辺 哲 

 ８．  産業安全に向けての産業界の取り組み（３）     中央労働災害防止協会MS審査センター  高岡弘幸 

 ９．  産業安全に向けての産業界の取り組み（４）     東レ(株) 常任理事（環境・安全） 舩曵長武 
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Ⅵ．安全教育・啓発の体系化と実践 
 １０ ． 体系的安全教育プログラムと 

     社会における安全環境の構築                  東京大学名誉教授 田村昌三 

 １１ ． 事故事例の学び方 

    －事故事例から学ぶべき教訓－       元三井化学(株) 技術研修センター長 半田安 

 １２ ．産業界における安全教育・啓発と共有化   山陽技術振興会副会長、人材育成室室長 池上正 

 

Ⅶ ．  総合討論 
 １３．産業安全に向けての産業界への期待 

                                石油化学工業協会 技術部長 岩間啓一 

                                 石油連盟 技術環境安全部 参与 田和健次 

                                 日本化学工業協会 環境安全部 常務理事 春山豊 

    １４．テーマに基づきグループ討論 

 

  １５．討論結果の発表  

 

     ◎三井化学茂原研修センターの見学会･意見交換実施。   
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         産業安全塾 今年度受講企業 
 
 石油連盟 ４社 
  出光興産（株）、東燃ゼネラル石油（株）、ＪＸエネルギー（株） 
  太陽石油（株） 
  
 石化協 １２社 
  住友化学（株）、三菱化学（株）、三井化学(株）、  
  日本ゼオン(株)、 JSR（株）、旭化成（株）、三菱ガス化学（株）、東ソー(株) 
  日本リファイン（株）、（株）日本触媒、KHネオケム(株)、クラレ(株) 
  
 日化協 １７社 
  東洋合成工業（株）、旭硝子（株）、日本農薬(株) 、信越化学(株) 
  三菱マテリアル（株）、日本乳化剤(株)、（株）カネカ、日油（株） 
  ＤＩＣ（株）、積水化学工業（株）、東レ（株）、関東電化工業(株) 
  昭和電工（株）、日本合成化学工業(株)、JNC石油化学(株) 
  三井デュポンポリケミカル(株)、LSIメディエンス(株)  
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田村先生、受講生、講師、事務局 集合写真 2017 0314                                                     



資料（） 

３－３）「産業保安のスマート化」への対応 
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